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女性差別撤廃委員会（CEDAW）次期選出委員についてのお尋ね 

 日本政府は１９８５年に国連の女性差別撤廃条約を留保なく批准し、男女雇

用機会均等法の制定など国内法の整備がなされました。当協会は、同条約の批

准前から条約の広報・普及に努めてきましたが、１９９９年には同条約採択２

０周年を記念して連続講座を企画し、多くの市民の参加を得ました。また当協

会は、女性差別事件の当事者や代理人として、同条約を法廷で活かすことに尽

力している会員を多数擁しております。  

 条約上、女性差別撤廃委員会（CEDAW）委員は「徳望が高く、かつ、この条約

が対象とする分野において十分な能力を有する専門家」であることが要件とさ

れ、締約国の国民から 1 名を指名し、投票により選挙されると規定されていま

す。CEDAW 委員は政府の代表または代理ではなく、個人の資格として関与する専

門家であることは、国連のホームページにも明記されています（expert 

committee members serving in their personal capacity という説明が付さ

れています）。  

 当協会は、現委員の多谷千香子検事が、昨年、旧ユーゴ法廷判事として任命

されたことは、日本の法律家が国際人権・人道法へ貢献する道を開いたことと

して大変喜ばしいと考えますが、同氏の後任としてどなたが CEDAW 委員に就任

するのかについても、以下の理由により、大変深い関心を持っております。第 1

に、女性差別撤廃条約には新たに個人通報を定めた選択議定書が採択されまし

た。人権団体・市民団体は、日本政府が早期に選択議定書を批准することを期

待しており、日本選出の委員が CEDAW でこの問題にどのように取り組んでいく
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のかを注目しております。第 2に、CEDAW が前回（１９９４年）の日本政府報告

書審議で出した最終見解は、日本の女性差別の現状について多くの示唆を含み、

日本政府に状況の改善を促しています。人権感覚にすぐれ、自国の政府の方針

に拘束されず、独立した見識を持った専門家を日本から CEDAW に送り出すこと

は、それ自体で日本の国際的な人的貢献であると考えます。  

 以上のような事実認識に基づき、次のことをお尋ねします。  

  

 １ 次期の CEDAW 委員として、日本政府は誰かを指名し、立候補させる考え

をお持ちですか。  

  

 ２ 過去、日本から選出された CEDAW 委員が全員現職または元公務員である

ことは、偶然なのか、それとも政府の方針に基づくものかを教えて下さい。

後者の場合、どのような方針なのかも具体的に教えて下さい。  

  

 ３ 個人の資格でかかわる専門家を選出すべき条約機関（CEDAW）に、締約国

の職員（あるいは任命直前まで職員であった者）が就任することはふさわ

しいと思いますか。公務員または直前まで公務員であった者がこの任務を

遂行することに弊害はないと考えますか。 

  

 以上の諸点について、２００１年１２月５日までに、書面でご回答下さるよ

うお願い致します。ご回答のあて先は下記にお願いします。  

 なお本質問書は、英訳の上、CEDAW に写しを送付します。ご回答についても、

英訳の上、次回の日本政府報告書審査における NGO レポートに記載する予定で

あることを付記します。  

 


